
23'→24'

（歳　入）

税 収 409,270 423,460 14,190

 うち特例法によるもの 24,897 ― △24,897
○

公 債 金 442,980 442,440
○
○

 うち４条公債(建設公債) 60,900 59,090 △1,810

 うち特例公債(赤字公債) 382,080 383,350 1,270

計 924,116 903,339 △20,777

（歳　出）

国 債 費 215,491 219,442 3,951

基礎的財政収支対象経費 708,625 683,897 △24,728
○

  うち社会保障関係費 287,079 263,901 △23,177
○

  うち地方交付税交付金等 167,845 165,940 △1,905

  うち経済危機対応・地域活性化予備費 8,100 9,100 1,000

　うち東日本大震災復興特別会計繰入れ ― 5,507 5,507

  その他 245,601 239,448 △6,153

計 924,116 903,339 △20,777

平成24年度予算フレーム

23年度予算 24年度予算 備　考

そ の 他 収 入 71,866 37,439 △34,427

24年度の年金差額分については、税制抜本改革により確保される財源を充て
て償還される交付国債により確保

(注1）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

(注2) B型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る歳入・歳出が上記には含まれている。

(注3) 東日本大震災からの復旧・復興対策に係る歳入・歳出については、上記とは別途、東日本大震災復興特別会計（仮称）に計上している。

（参考）地方交付税総額(特会出口ベース)174,545億円(対23年度＋812億円)

財投特会積立金（9,967億円）については、復興債償還財源として財政投融
資特別会計から国債整理基金特別会計へ繰入れ

△540
公債依存度　49.0％（23年度　47.9％）
中期財政フレーム「平成23年度当初予算の水準（約44兆円）を上回らないも
のとするよう、全力をあげる。」

中期財政フレーム「少なくとも前年度当初予算の『基礎的財政収支対象経
費』の規模を実質的に上回らない」

（単位：億円） 
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